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(57)【要約】
【課題】治療部位における組織性状の観察の精度を高め
る。
【解決手段】ＨＩＦＵ用振動子１０Ｈは、治療用超音波
ビームＴＢを形成して強力集束超音波を送波し、また、
放射用超音波ビームＥＢを形成して放射用の超音波を送
波する。診断用振動子１０Ｄは、計測用超音波ビームＭ
Ｂを形成して計測用の超音波を送受し、計測用超音波ビ
ームＭＢに沿って受信信号を得る。制御部４０は、放射
用超音波ビームＥＢの照射強度と変調周波数のうちの少
なくとも一方を制御する。変位計測部２４は、計測用超
音波ビームＭＢに沿って治療部位Ｐから得られる受信信
号に基づいて、放射用超音波ビームＥＢの放射力による
治療部位Ｐにおける変位を計測する。そして、組織性状
評価部２５は、変位の計測結果に基づいて、治療用超音
波ビームＴＢにより加熱される治療部位Ｐにおける組織
性状の観察結果を得る。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　治療用超音波ビームを形成して治療部位を加熱する治療波処理部と、
　放射用超音波ビームを形成して治療部位において放射力を発生させる放射波処理部と、
　計測用超音波ビームを形成して当該ビームに沿って受信信号を得る計測波処理部と、
　放射用超音波ビームの照射強度と放射用超音波ビームに対する変調処理における変調周
波数のうちの少なくとも一方を制御する制御部と、
　計測用超音波ビームに沿って治療部位から得られる受信信号に基づいて、放射用超音波
ビームの放射力による治療部位における変位を計測する変位計測部と、
　治療部位における変位の計測結果に基づいて、治療用超音波ビームにより加熱される当
該治療部位における組織性状の観察結果を得る性状観察部と、
　を有する、
　ことを特徴とする超音波医用装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の超音波医用装置において、
　前記計測波処理部は、治療部位に向けて減衰計測用超音波ビームを形成し、
　前記制御部は、減衰計測用超音波ビームに沿って得られる受信信号に基づいて、放射用
超音波ビームの照射強度を制御することにより、減衰率の変化に伴う前記放射力の変化を
抑制し、
　前記性状観察部は、変化を抑制された前記放射力による治療部位における変位の計測結
果に基づいて、当該治療部位における凝固の観察結果を得る、
　ことを特徴とする超音波医用装置。
【請求項３】
　請求項２に記載の超音波医用装置において、
　前記計測波処理部は、治療用超音波ビームの焦点部位を通るように減衰計測用超音波ビ
ームを形成し、
　前記制御部は、減衰計測用超音波ビームに沿って前記焦点部位よりも深い部位から得ら
れる受信信号の強度に基づいて、放射用超音波ビームの照射強度を制御して前記放射力の
変化を抑制し、
　前記性状観察部は、前記治療部位における凝固の観察結果として、当該治療部位におけ
る凝固の開始タイミングを得る、
　ことを特徴とする超音波医用装置。
【請求項４】
　請求項１から３のいずれか１項に記載の超音波医用装置において、
　前記制御部は、変位計測部において検出できる最小の変位に応じて決定される変位検出
限界に基づいて、前記放射力による治療部位における変位が変位検出限界よりも小さくな
らないことを条件として、放射用超音波ビームの変調周波数を制御する、
　ことを特徴とする超音波医用装置。
【請求項５】
　請求項４に記載の超音波医用装置において、
　前記制御部は、放射用超音波ビームの変調周波数として利用できる複数の周波数から、
前記条件を満たす最大の周波数を選択して放射用超音波ビームの変調周波数とする、
　ことを特徴とする超音波医用装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、治療部位の組織性状を観察する超音波医用装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　強力集束超音波（ＨＩＦＵ：High Intensity Focused Ultrasound）を例えば生体に照
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射し、その音響エネルギーを利用して腫瘍などの治療部位を加熱して凝固させる治療方法
が知られている。
【０００３】
　組織が加熱されて凝固する際に、その凝固の前後において、組織の弾性率（ヤング率）
が増大することが知られている。また、ＨＩＦＵなどの比較的強力な超音波は、その進行
方向に向かって放射力を発生させるため、例えば、ＨＩＦＵの超音波ビームの焦点部位の
組織に１０～１００μｍ（マイクロメートル）程度の変位を与えることができる。
【０００４】
　そのため、ＨＩＦＵなどの比較的強力な超音波により組織に変位を与えて、弾性率の増
大による変位の減少を計測して、組織の凝固を観察することができる。例えば、ＨＩＦＵ
の超音波を変調周波数ｆＭで振幅変調し、放射力の強度を変動させることにより、焦点部
位の組織に振動を励起させ、その振動の変位または速度を超音波診断装置によって計測す
る。
【０００５】
　この原理を用いて組織の凝固を検出し、その検出結果を画像上にマッピングする手法が
ＨＭＩ（Harmonic Motion Imaging）である（特許文献１，２参照）。放射力や組織の振
動の周波数が上記変調周波数ｆＭの２倍になることからＨＭＩと呼ばれている。
【０００６】
　上述したように、組織の凝固により弾性率が増大して組織の変位が減少する。その一方
において、組織の凝固により超音波の減衰率や散乱強度も増大することが知られている。
そして、例えば減衰率が増大すると、放射力が増大するため、組織の変位を増大させる。
つまり、凝固に伴う弾性率の増大は変位の減少に寄与し、凝固に伴う減衰率の増大は変位
の増大に寄与する。
【０００７】
　このように、変位の減少と増大という相反する２つの効果が重なって発生するために、
単に組織の変位を観察することのみでは、例えば凝固の開始タイミングなどを的確に捉え
ることができなかった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】米国特許出願公開第２００５／０００４４６６号明細書
【特許文献２】米国特許出願公開第２００７／０２７６２４２号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　上述した背景技術に鑑み、本願の発明者は、超音波を利用して治療部位の組織性状を観
察する技術について研究開発を重ねてきた。
【００１０】
　本発明は、その研究開発の過程において成されたものであり、その目的は、治療部位に
おける組織性状の観察の精度を高めることにある。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　上記目的にかなう好適な超音波医用装置は、治療用超音波ビームを形成して治療部位を
加熱する治療波処理部と、放射用超音波ビームを形成して治療部位において放射力を発生
させる放射波処理部と、計測用超音波ビームを形成して当該ビームに沿って受信信号を得
る計測波処理部と、放射用超音波ビームの照射強度と放射用超音波ビームに対する変調処
理における変調周波数のうちの少なくとも一方を制御する制御部と、計測用超音波ビーム
に沿って治療部位から得られる受信信号に基づいて、放射用超音波ビームの放射力による
治療部位における変位を計測する変位計測部と、治療部位における変位の計測結果に基づ
いて、治療用超音波ビームにより加熱される当該治療部位における組織性状の観察結果を
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得る性状観察部と、を有することを特徴とする。
【００１２】
　上記構成において、計測用超音波ビームは、例えば一般的な超音波診断装置における診
断用の超音波ビームであり、診断用の超音波振動子を利用して形成することができる。こ
れに対し、治療用超音波ビームは、診断用の超音波ビームに比べて強度が大きい例えば強
力集束超音波（ＨＩＦＵ：High Intensity Focused Ultrasound）により形成される。ま
た、放射用超音波ビームは、治療部位において有効な放射力を発生させる程度の強度で形
成されるビームであり、例えば強力集束超音波（ＨＩＦＵ）により放射用超音波ビームが
形成されてもよい。
【００１３】
　そして上記構成では、放射用超音波ビームの照射強度と放射用超音波ビームに対する変
調処理における変調周波数のうちの少なくとも一方が制御される。照射強度の制御におい
ては、例えば、治療部位が加熱されて凝固して減衰率が変化することによる放射力の変化
を抑制するように、望ましくは一定の放射力を維持するように、照射強度が制御される。
これにより、例えば、減衰率の増大に伴う変位の増大が抑制され、望ましくは、減衰率の
増大に伴う変位の増大が無くなり、弾性率の増大に伴って変位が減少するタイミングなど
を的確に検出することが可能になる。
【００１４】
　また、放射用超音波ビームの変調周波数が高められると変位計測における位置分解能が
向上するものの、その放射用超音波ビームの放射力によって発生する変位は小さくなる。
そこで、変調周波数の制御においては、例えば、放射用超音波ビームの放射力によって発
生する変位が、変位計測部における変位検出限界よりも小さくならないように、放射用超
音波ビームの変調周波数が制御される。望ましくは、できる限り高い（大きな）変調周波
数とすることにより、変位計測における位置分解能を高めることが可能になる。
【００１５】
　望ましい具体例において、前記計測波処理部は、治療部位に向けて減衰計測用超音波ビ
ームを形成し、前記制御部は、減衰計測用超音波ビームに沿って得られる受信信号に基づ
いて、放射用超音波ビームの照射強度を制御することにより、減衰率の変化に伴う前記放
射力の変化を抑制し、前記性状観察部は、変化を抑制された前記放射力による治療部位に
おける変位の計測結果に基づいて、当該治療部位における凝固の観察結果を得る、ことを
特徴とする。
【００１６】
　望ましい具体例において、前記計測波処理部は、治療用超音波ビームの焦点部位を通る
ように減衰計測用超音波ビームを形成し、前記制御部は、減衰計測用超音波ビームに沿っ
て前記焦点部位よりも深い部位から得られる受信信号の強度に基づいて、放射用超音波ビ
ームの照射強度を制御して前記放射力の変化を抑制し、前記性状観察部は、前記治療部位
における凝固の観察結果として、当該治療部位における凝固の開始タイミングを得る、こ
とを特徴とする。
【００１７】
　望ましい具体例において、前記制御部は、変位計測部において検出できる最小の変位に
応じて決定される変位検出限界に基づいて、前記放射力による治療部位における変位が変
位検出限界よりも小さくならないことを条件として、放射用超音波ビームの変調周波数を
制御する、ことを特徴とする。
【００１８】
　望ましい具体例において、前記制御部は、放射用超音波ビームの変調周波数として利用
できる複数の周波数から、前記条件を満たす最大の周波数を選択して放射用超音波ビーム
の変調周波数とする、ことを特徴とする。
【発明の効果】
【００１９】
　本発明により、治療部位における組織性状の観察の精度が高められる。例えば、本発明
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の好適な態様によれば、超音波の放射力に伴う組織の変位に基づいて組織性状を観察する
にあたり、弾性率の増大に伴って変位が減少するタイミングなどを的確に検出することが
可能になり、また、変位計測における位置分解能を高めることが可能になる。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
【図１】本発明の実施において好適な超音波医用装置の全体構成を示す図である。
【図２】組織の凝固が進む様子を説明するための図である。
【図３】減衰率の推定と照射強度の調整を説明するための図である。
【図４】放射波の照射強度の調整を説明するための図である。
【図５】振幅変調処理された放射波による組織の振動を説明するための図である。
【図６】変調周波数と変位の対応関係の実験結果を示す図である。
【図７】本超音波医用装置による動作のシーケンスを示す図である。
【図８】エコー強度の比と放射力の強度比を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　図１は、本発明の実施において好適な超音波医用装置（本超音波医用装置）の全体構成
図である。本超音波医用装置は、超音波プローブ１０を有しており、その超音波プローブ
１０は、ＨＩＦＵ用振動子１０Ｈと診断用振動子１０Ｄを備えている。
【００２２】
　ＨＩＦＵ用振動子１０Ｈは、強力集束超音波（ＨＩＦＵ）を送波する振動子であり、例
えば二次元的に配列された複数の振動素子を備えている。ＨＩＦＵ用振動子１０Ｈは、例
えば癌や腫瘍などの治療部位Ｐに向けて治療用超音波ビームＴＢを形成して強力集束超音
波を送波し、その治療部位Ｐを加熱して治療するために利用される。
【００２３】
　また、ＨＩＦＵ用振動子１０Ｈは、治療部位Ｐに向けて放射用超音波ビームＥＢを形成
して放射用の超音波を送波し、治療部位Ｐにおいて放射力を発生させる。放射用超音波ビ
ームＥＢは、治療部位Ｐにおいて有効な放射力を発生させる程度の強度で形成されるビー
ムであり、例えば、治療用超音波ビームＴＢを放射用超音波ビームＥＢとして利用しても
よい。
【００２４】
　一方、診断用振動子１０Ｄは、例えば二次元的に配列された複数の振動素子を備えてお
り、例えば治療部位Ｐを有する被検体（患者）に対して、超音波画像を形成するための比
較的弱い超音波を送受する。つまり、公知の一般的な超音波診断装置と同じ程度の強度（
エネルギー）の超音波を送受する。
【００２５】
　また、診断用振動子１０Ｄは、治療部位Ｐに向けて計測用超音波ビームＭＢを形成して
計測用の超音波を送受し、計測用超音波ビームＭＢに沿って受信信号を得る。計測用超音
波ビームＭＢに沿って得られる受信信号は、放射用超音波ビームＥＢの放射力による治療
部位Ｐにおける変位の計測や、治療用超音波ビームＴＢによる加熱で変化する治療部位Ｐ
における減衰率の評価に利用される。
【００２６】
　なお、超音波プローブ１０は、例えば、お椀（どんぶり）状に凹ませた内部の表面を振
動子面とする。そして、例えば、お椀状に凹んだ内部の中央に位置する底の部分に診断用
振動子１０Ｄが設けられ、診断用振動子１０Ｄを取り囲むようにＨＩＦＵ用振動子１０Ｈ
が設けられる。但し、超音波プローブ１０の振動子面の形状は、お椀状に限定されず、例
えば治療の用途等に応じた形状とされることが望ましい。また、全ての振動素子またはい
くつかの振動素子が、ＨＩＦＵ用と診断用の両用途に併用されてもよい。
【００２７】
　計測診断ブロック２０は、診断用振動子１０Ｄの送受信を制御する送受信部２２を備え
ている。送受信部２２は、診断用振動子１０Ｄを構成する複数の振動素子の各々に対応し
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た送信信号を出力することにより、診断用振動子１０Ｄを制御して送信ビームを形成し、
さらに、それら複数の振動素子の各々から得られる受信信号に対して整相加算処理などを
施すことにより、受信ビームに沿って受信信号を得る。
【００２８】
　送受信部２２は、治療部位Ｐを含んだ三次元空間内または断面内で診断用の超音波ビー
ムを走査させて画像用の受信信号を収集する。そして、収集された受信信号に基づいて、
超音波画像形成部２８が三次元の超音波画像または二次元の断層画像の画像データを形成
し、その画像データに対応した超音波画像が表示部５０に表示される。
【００２９】
　ユーザ（検査者）は、表示部５０に表示される超音波画像から、治療部位Ｐの位置等を
確認し、図示しない操作デバイス等を利用して治療部位Ｐの位置情報を本超音波医用装置
に入力する。もちろん、本超音波医用装置が、超音波画像に対する画像解析処理等により
治療部位Ｐの位置を確認して位置情報を得るようにしてもよい。
【００３０】
　また、送受信部２２は、診断用振動子１０Ｄを制御して計測用超音波ビームＭＢを形成
し、計測用超音波ビームＭＢに沿って受信信号を得る。そして、計測用超音波ビームＭＢ
に沿って得られる受信信号に基づいて、治療部位Ｐにおける変位の計測や、治療部位Ｐに
おける減衰率の評価が行われる。変位の計測や減衰率の評価については後に詳述する。
【００３１】
　一方、治療放射ブロック３０は、治療用送信部３２を備えており、治療用送信部３２は
ＨＩＦＵ用振動子１０Ｈを構成する複数の振動素子の各々に対応した送信信号を出力する
ことにより、ＨＩＦＵ用振動子１０Ｈを制御して治療用超音波ビームＴＢを形成する。治
療用送信部３２は、制御部４０によって制御され、例えば治療部位Ｐ内に焦点を設定した
治療用超音波ビームＴＢが形成される。
【００３２】
　また、治療放射ブロック３０は、放射用送信部３４を備えており、放射用送信部３４は
ＨＩＦＵ用振動子１０Ｈを構成する複数の振動素子の各々に対応した送信信号を出力する
ことにより、ＨＩＦＵ用振動子１０Ｈを制御して放射用超音波ビームＥＢを形成する。放
射用超音波ビームＥＢの照射強度や、放射用超音波ビームＥＢに対する変調処理における
変調周波数は、放射波調整部３６によって調整される。放射波調整部３６は、制御部４０
により制御される。
【００３３】
　治療用超音波ビームＴＢに沿って強力集束超音波（ＨＩＦＵ）が送波されて治療部位Ｐ
が加熱されると治療部位Ｐの組織が凝固する。その凝固の前後において、組織の弾性率（
ヤング率）が増大することが知られている。本超音波医用装置は、組織の弾性率が変化す
ることに基づいて、その組織における凝固の状態に関する観察結果を得る。そして、組織
の弾性率の変化を知るために、本超音波医用装置は、放射用超音波ビームＥＢに沿って超
音波を送波して放射力を発生させ、その放射力による治療部位Ｐにおける組織の変位を計
測する。その変位の計測は、計測用超音波ビームＭＢに沿って得られる受信信号に基づい
て行われる。
【００３４】
　ところが、組織の凝固により弾性率が増大して組織の変位が減少する一方において、組
織の凝固により超音波の減衰率も増大することが知られている。そして、減衰率が増大す
ると、放射力が増大するため組織の変位を増大させてしまう。つまり、凝固に伴う弾性率
の増大は変位の減少に寄与し、凝固に伴う減衰率の増大は変位の増大に寄与する。
【００３５】
　図２は、組織の凝固が進む様子を説明するための図である。図２は、質点とバネの連成
モデルで、凝固部と放射力が局在化した状況での変位分布を示している。図２（ａ）は凝
固前の状態を示している。この状態では、図示した連成モデル全体のバネ定数が比較的小
さいため、放射力による組織の変位が比較的大きい。
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【００３６】
　図２（ｂ）は、凝固開始直後（例えば凝固開始から０．１秒～１秒程度）で凝固域が小
さい状態を示している。この状態では、放射力を発生させる超音波ビーム（図１の放射用
超音波ビームＥＢ）の焦点幅（焦点サイズ）と凝固域のサイズが同じ程度、または、凝固
域のサイズの方が小さい。そして、焦点幅内の組織を主に支えている部位（焦点幅の外側
の部位）が凝固しておらず、その部位のバネ定数が依然として小さい。一方、焦点幅内の
組織は、特に焦点の中央付近で凝固しており、局所的にバネ定数が増大している。また、
焦点幅内においては、特に焦点の中央付近で減衰率（減衰係数）が増大して放射力も増大
する。そのため、その放射力の増大の効果が、局所的なバネ定数の増加の効果を上回り、
図２（ａ）の状態に比べて変位が大きくなる。
【００３７】
　図２（ｃ）は、凝固が進んで（例えば凝固開始から数秒～２０秒程度）凝固域が拡大し
た状態を示している。この状態では、放射力を与える超音波ビームの焦点幅（焦点サイズ
）よりも凝固域のサイズが大きい。そのため、焦点幅内の組織を主に支えている部位（焦
点幅の外側の部位）も凝固してバネ定数が増大している。これにより、減衰率（減衰係数
）が増大して放射力が増大しているものの、その放射力の増大の効果よりもバネ定数の増
大の効果が上回り、図２（ａ）や図２（ｂ）の状態に比べて変位が小さくなる。
【００３８】
　図２（ｂ）に示すように、凝固開始直後においては、放射力の増大の効果が局所的なバ
ネ定数の増加の効果を上回ってしまうため、弾性率（バネ定数）に基づいて例えば凝固の
開始タイミングを検出することが困難である。
【００３９】
　そこで、本超音波医用装置は、減衰率の変化を推定して放射力を発生させる超音波の照
射強度を調整することにより、減衰率の変化に伴う放射力の変化を抑制している。
【００４０】
　図３は、減衰率の推定と照射強度の調整を説明するための図である。減衰率を推定する
ために、減衰率の計測用超音波ビームＭＢが利用される。図３に示すように、超音波プロ
ーブ１０のＨＩＦＵ用振動子１０Ｈから、凝固域（治療部位）に向けて治療用超音波ビー
ムＴＢが形成され、さらに、超音波プローブ１０の診断用振動子１０Ｄから、凝固域を通
るように減衰率の計測用超音波ビームＭＢが形成される。
【００４１】
　減衰率を推定するにあたっては、減衰率の計測用超音波ビームＭＢに沿って得られる受
信信号が利用される。図３には、計測用超音波ビームＭＢに沿って得られる受信信号（Ｍ
Ｂのエコー信号）の波形が示されている。
【００４２】
　凝固の前後で凝固域における減衰率が変化すると、例えば、凝固前に比べて凝固後にお
いて減衰率が増大すると、凝固域を通る超音波の減衰も増大する。したがって、例えば、
図３に示すように、凝固域を通るように減衰率の計測用超音波ビームＭＢを形成すること
により、凝固域よりも深い部位における受信信号の強度（振幅）は、凝固前に比べて凝固
後において減少する。
【００４３】
　そこで、本超音波医用装置（図１）では、凝固域よりも深い部位に設定された参照領域
Ｒ内における受信信号の強度に基づいて、凝固域における減衰率の変化を推定する。例え
ば、減衰率評価部２６が、参照領域Ｒ内における受信信号の強度の平均値を、凝固前と凝
固後において比較して、凝固域における減衰率の変化を推定する。そして、その推定結果
に応じて、制御部４０が放射波調整部３６を制御して、放射力を発生させる超音波（放射
波）の照射強度を調整する。望ましくは、凝固前から凝固後まで放射力が一定になるよう
に調整される。
【００４４】
　なお、図３に示した凝固域内において凝固が進むと、厳密には、凝固域内の放射力につ
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いて、凝固域内の超音波プローブ１０側（浅い側）では放射力の増大が支配的であるもの
の、凝固域内の奥側（深い側）ではその場所における音響強度が減少するため、その音響
強度の減少に伴う効果を考慮することが望ましい。
【００４５】
　そこで、例えば、超音波プローブ１０の振動子面における放射波の音響強度Ｉ０、放射
波の焦点距離Ｆと焦点幅Ｗ、減衰計測点までの距離Ｌ、凝固域の長さＬｃ、凝固していな
い部分の減衰α、凝固している部分の減衰αｃ、音速ｃ、距離ｘにおける音響強度I(x)と
すると、凝固前と凝固後における減衰計測点でのエコー強度が数１式となり、凝固前と凝
固後における放射力の積分値が数２式となる。
【００４６】
【数１】

【００４７】
【数２】

【００４８】
　ここで、距離ｘにおける音響強度I(x)を数３式のように近似することにより、凝固域内
の浅い側における放射力の増大と凝固域内の深い側における音響強度の減少とを考慮する
ことが可能になる。
【００４９】
【数３】

【００５０】
　以下、典型的な例として、ビーム幅5mm、凝固前の減衰率-6.2naper（dB/cmに換算する
と0.5）、凝固後の減衰率-11naper（dB/cmに換算すると0.9）を用いて、ビーム幅より小
さい凝固域が生じた場合のエコー強度の比を図８（ａ）に、放射力の強度比を図８（ｂ）
に、さらに「エコー強度の比」と「放射力積分の強度比」の比を図８（ｃ）に示す。図８
において、横軸はそれぞれ凝固域の長さ（深さ方向）を示している。
【００５１】
　凝固域が大きくなってくると、図８（ｃ）に示すように「エコー強度の比」と「放射力
積分値の強度比」の比は一定値からずれてくるが、凝固域が小さい場合（例えば図８（ｃ
）において０～１ｍｍ程度）には、「エコー強度の比」と「放射力積分値の強度比」の比
は一定値とみなして、エコー強度から放射力積分値の変化を見積もることができる。また
は、図８を校正曲線として用いて、エコー強度の比から放射力積分値の変化を見積もって
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もよい。
【００５２】
　図４は、放射波の照射強度の調整を説明するための図である。図４には、図２と同様に
組織の凝固が進む様子が示されている。図４（ａ）は、図２（ａ）と同じ凝固前の状態を
示している。この状態では、図示した連成モデル全体のバネ定数が比較的小さいため、放
射力による組織の変位が比較的大きい。
【００５３】
　図４（ｂ）は、凝固開始直後（例えば凝固開始から０．１秒～１秒程度）で凝固域が小
さい状態を示している。この状態では、焦点幅内において、特に焦点の中央付近で減衰率
（減衰係数）が増大する。本超音波医用装置では、減衰率の計測用超音波ビームＭＢを利
用して、減衰率の増大を推定して、例えば放射波の照射強度を減少させ、放射力が増大し
ないように、望ましくは放射力が一定となるように制御を行う。その結果、図２（ｂ）と
は異なり、図４（ｂ）においては放射力が一定となり、放射力の増大に伴う変位の増大が
抑制される。
【００５４】
　そして、凝固が進むと（例えば凝固開始から数秒～２０秒程度）、凝固域が拡大して図
４（ｃ）の状態となる。図４（ｃ）の状態においても、放射力が増大しないように、望ま
しくは放射力が一定となるように制御が維持される。つまり、凝固前の図４（ａ）の状態
から凝固が進んだ図４（ｃ）の状態まで、放射力が増大しないように、望ましくは放射力
が一定となるように制御が行われる。
【００５５】
　このように、本超音波医用装置では、減衰率の変化に伴う放射力の変化を抑制している
ため、例えば放射力が変化しないように一定に維持され、放射力の変化に伴う変位の変化
が抑制される。その結果、変位を変化させる要因として、弾性率の変化が支配的となり、
変位の変化から弾性率の変化を検出するにあたっての検出の精度が高められる。
【００５６】
　本超音波医用装置（図１）では、変位計測部２４が変位を計測する。変位計測部２４は
変位の計測用超音波ビームＭＢに沿って、治療部位Ｐから得られる受信信号に基づいて、
放射用超音波ビームＥＢの放射力による治療部位Ｐにおける変位を計測する。変位計測部
２４は、例えば相互相関法などを利用して、組織の位置の時間的な変化である変位を計測
する。もちろん、治療部位Ｐの画像データ基づいて、例えばパターンマッチングなどの画
像処理を利用して、組織の変位を計測するようにしてもよい。
【００５７】
　そして、本超音波医用装置（図１）では、治療部位Ｐにおける変位の計測結果に基づい
て、組織性状評価部２５が、治療用超音波ビームＴＢにより加熱される治療部位Ｐにおけ
る組織性状の観察結果を得る。組織性状評価部２５は、治療部位Ｐにおける凝固の観察結
果として、例えば、治療部位Ｐにおける凝固の開始タイミングを検出する。制御部４０と
放射波調整部３６により、放射力が一定となるように制御されることにより、変位の計測
結果から凝固の開始タイミング（弾性率が変化するタイミング）を高い精度で検出するこ
とができる。
【００５８】
　組織性状評価部２５において検出された凝固の開始タイミングなどの情報は、制御部４
０に送られる。制御部４０は、凝固の開始タイミングに応じて、治療用超音波ビームＴＢ
の照射タイミングや照射強度などを制御する。これにより、治療部位Ｐにおける加熱が適
宜に調整されて、例えば過剰な加熱などを回避できる。
【００５９】
　さらに、本超音波医用装置では、放射力を発生させる超音波ビーム（図１の放射用超音
波ビームＥＢ）を変調周波数ｆＭで振幅変調し、放射力の強度を変動させることにより、
焦点部位の組織に振動を励起させ、その振動の変位を計測用の超音波ビームを利用して計
測している。その際に、放射力を発生させる超音波ビームの変調周波数ｆＭを調整して、
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変位計測における位置分解能を高めることができる。なお、振幅変調に代えて、変調周波
数ｆＭの周波数変調が利用されてもよい。
【００６０】
　図５は、振幅変調処理された放射波による組織の振動を説明するための図である。図５
に矢印で示す進行方向（上下方向）に沿って放射用超音波ビームＥＢが形成されて放射波
が照射されると、組織内において、放射用超音波ビームＥＢの中心から、左右両方向に向
かって進行する、ずり波と呼ばれる横波が発生する。ずり波の振動の周波数は、放射波の
変調周波数ｆＭの２倍となる。
【００６１】
　図５には、比較的高い変調周波数の放射波によって発生するずり波と、比較的低い変調
周波数の放射波によって発生するずり波の２つの波形が示されている。変調周波数が高い
ほど、組織の振動部位が局在するため、変位計測における位置分解能が高められ、微小な
凝固域の検出に適する。しかし、変調周波数が高いと、組織の振動のストロークが減少す
るため変位が小さくなる。
【００６２】
　図６は、変調周波数と変位の対応関係の実験結果を示す図である。図６において、横軸
は変調周波数であり、縦軸（右側）が変位である。図６に破線の矢印で示すように、変調
周波数が高くなるほど、変位は減少する傾向にある。なお、図６には、左側の縦軸に、変
位率（変位が何パーセント変化したかを表す割合）も示されている。
【００６３】
　本超音波医用装置（図１）では、変位計測部２４において、例えば相互相関法を利用し
て組織の変位を検出するが、装置内における信号のノイズレベルなどに応じて、変位計測
部２４において検出が可能な最小の変位には限界がある。その限界を変位検出限界とする
と、放射用超音波ビームＥＢの放射波によって組織内に発生する変位が変位検出限界を下
回ると、変位計測部２４において変位が検出できなくなる。
【００６４】
　ここで、変位検出限界について詳述する。変位の検出限界を決める要因は主に以下の３
つ、＜１＞装置の電気的なノイズレベル、＜２＞体動、＜３＞変位検出用の超音波によっ
て生じる変位である。これら３つの要因について以下に順に説明する。
【００６５】
　＜１＞装置の電気的なノイズレベル
変位計測部２４では、二つの異なるタイミングで取得した受信信号の相互相関によって変
位を計測する。このとき、位相情報まで使うことによって、ノイズが無ければ原理的には
アナログ／デジタル変換器の量子化誤差が問題となるレベルまで細かい位相、すなわち微
小な変位まで計測が可能である。しかし、現実的には、信号のダイナミックレンジは６０
～１００ｄＢ程度であり、有限の大きさのノイズが存在する。このノイズレベルが変位検
出限界を決める要因の一つである。
【００６６】
　＜２＞体動
生体は常に呼吸や拍動などによって動いており、動き計測におけるノイズとなる。特に、
あらゆる組織には血管が張り巡らされており、比較的大きな血管は計測の対象から避ける
ことが可能であるが、細動脈のような細かい血管は避けるのが難しい。周波数成分で言う
と１～１０Ｈｚ、振幅では、血管径～１００μｍのオーダーに対してその約１０パーセン
ト程度の変動が生じていると考えると、拍動での変位の速度は１０－５～１０－４ｍ／ｓ
となる。変位の計測間隔は０．１～１ｍｓのオーダーなので、この間に細動脈の拍動に起
因する変位量は１０－９～１０－７ｍとなり、大きく見積もると０．１μｍ程度の変位が
生じていることになるので、計測の下限は例えば１μｍ程度となる。
【００６７】
　＜３＞変位検出用の超音波によって生じる変位
放射用超音波（変位生成用超音波）で変位が生じるのであれば、当然に計測用超音波（変
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位検出用超音波）でも有限の大きさの変位が生成していることになる。実際に、変位生成
用超音波と変位検出用超音波の振幅は互いに同程度である。一方、パルス幅に関しては、
変位検出用超音波が１μｓ程度、変位生成用超音波は実効的には変調周期（変調周波数の
逆数）の４分の１程度である。つまり、両者の比は、変調周波数をｆｍとすると、１０－

６×４ｆｍとなる。図６の変調周波数１００Ｈｚで変位５０μｍから考えると、変位検出
用超音波でも１／２００μｍ程度は変位が生じていることになる。よって、ノイズレベル
を究極的に低減し、体動が無かったとしても、１／２０μｍ程度以下の変位検出は難しい
といえる。
【００６８】
　このように、変調周波数が高められることにより位置分解能が高められるものの、変調
周波数が高すぎると変位が計測できなくなる。そこで、本超音波医用装置（図１）では、
例えば、放射用超音波ビームＥＢの放射力によって発生する変位が、変位計測部２４にお
ける変位検出限界よりも小さくならないことを条件として、放射用超音波ビームＥＢの変
調周波数が制御される。例えば、放射用超音波ビームＥＢの変調周波数として利用できる
複数の周波数から、上記条件を満たす最大の周波数を選択して放射用超音波ビームＥＢの
変調周波数とするように、制御部４０が放射波調整部３６を制御する。これにより、変位
計測における位置分解能が高められる。
【００６９】
　図７は、本超音波医用装置（図１）による動作のシーケンスを示す図である。図７のシ
ーケンスは、本超音波医用装置を利用した加熱治療における動作を示している。加熱治療
においては、まず、加熱に先立って、計測診断ブロック２０により、治療前計測（Ｓ２０
０）が実行される。この治療前計測において、例えば、治療部位Ｐの位置や、治療部位Ｐ
よりも深い部位における受信信号の強度（振幅）などが確認される。なお、治療前計測に
おいて、治療部位Ｐ内の組織の変位が計測されてもよい。
【００７０】
　治療前計測（Ｓ２００）が終了すると、治療放射ブロック３０により、治療用送波（Ｓ
３１０）が実行される。つまり、治療前計測において確認された治療部位Ｐの位置に応じ
て、例えば治療部位Ｐ内に焦点を設定して治療用超音波ビームＴＢが形成され、例えば１
秒間程度、治療用超音波ビームＴＢに沿って強力集束超音波（ＨＩＦＵ）が送波される。
【００７１】
　治療用送波（Ｓ３１０）が終了すると、治療放射ブロック３０により、放射用送波（Ｓ
３２０）が実行され、それと並行して、計測診断ブロック２０により、凝固観察（Ｓ２１
０）が実行される。
【００７２】
　計測診断ブロック２０による凝固観察（Ｓ２１０）においては、変位計測（Ｓ２１１）
と減衰計測（Ｓ２１２）が繰り返し実行される。また、変位計測（Ｓ２１１）と並行して
治療放射ブロック３０により放射波出力（Ｓ３２１）が行われる。放射波出力（Ｓ３２１
）の期間内において、放射波は間欠的に送波される。例えば、数ミリ秒から数十ミリ秒程
度の放射波が、数ミリ秒のインターバルを置いて、次々に送波される。
【００７３】
　一方、変位計測（Ｓ２１１）の期間内においては、放射波が送波されないインターバル
中に変位の計測用超音波ビームが形成され、放射波によって振動された組織の変位が計測
される。また、減衰計測（Ｓ２１２）においては、減衰の計測用超音波ビームが形成され
て減衰率の変化が推定される。さらに、減衰率の変化の推定結果に基づいて、放射波の照
射強度が調整される。そして、照射強度が調整された放射波により、次の放射波出力（Ｓ
３２１）が実行される。
【００７４】
　こうして、凝固観察（Ｓ２１０）において、変位計測（Ｓ２１１）と減衰計測（Ｓ２１
２）が繰り返し実行され、例えば、繰り返し得られた変位の計測結果に基づいて、治療部
位における凝固の状態が評価される。



(12) JP 2013-248141 A 2013.12.12

10

20

30

【００７５】
　そして、治療部位において凝固が始まっていない又は凝固が十分ではない場合に、次の
治療用送波（Ｓ３１０）が実行される。さらに、治療用送波（Ｓ３１０）の後に、放射用
送波（Ｓ３２０）と凝固観察（Ｓ２１０）が実行され、凝固の状態が評価される。こうし
て、例えば治療部位における凝固の開始タイミングが検出されるまで、放射用送波（Ｓ３
２０）と凝固観察（Ｓ２１０）が繰り返し実行される。もちろん、治療部位における凝固
が治療において十分とされるタイミングまで、放射用送波（Ｓ３２０）と凝固観察（Ｓ２
１０）が繰り返し実行されてもよい。
【００７６】
　以上、本発明の好適な実施形態を説明した。ＨＩＦＵによる治療においては、治療部位
の温度を例えばたんぱく質の凝固点である摂氏５５度～６０度以上に上昇させる必要があ
るものの、上昇しすぎにより沸点まで達してしまうことは望ましくない。
【００７７】
　上述した実施形態によれば、例えば治療部位における凝固の開始タイミングを的確に検
知できるため、沸点に達する前にＨＩＦＵの照射を終了して別の照射点に移動させること
などが可能になり、治療における安全性の向上や治療時間の短縮化が可能になる。
【００７８】
　なお、治療時間の短縮化に関しては、次の効果も大きい。従来の治療シーケンスにおい
ては、一つ前の照射によって生じた熱が十分に拡散してから次の照射を行う。これは、従
来においては照射開始から凝固開始までの時間が不明であるため、やや過剰な冷却時間を
設け、常に同じ安定した温度分布になるまで待機していた。これが全体の治療時間が長く
なる原因となっている。上述した実施形態で凝固開始のタイミングが分かることにより、
照射開始の温度分布によらず凝固開始が検出できるため、冷却時間の適正化が可能になり
従来と比較して治療時間の大幅な短縮が期待される。
【００７９】
　また、上述した実施形態によれば、放射波に関する変調周波数を高めることにより、変
位計測における位置分解能が高められ、微小な凝固域の検出が可能になり、例えば治療し
残す部分を減らすことができる。
【符号の説明】
【００８０】
　１０　超音波プローブ、２０　計測診断ブロック、２２　送受信部、２４　変位計測部
、２５　組織性状評価部、２６　減衰率評価部、２８　超音波画像形成部、３０　治療放
射ブロック、３２　治療用送信部、３４　放射用送信部、３６　放射波調整部、４０　制
御部、５０　表示部。
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